
国民健康保険事業費納付金

令和８年６月２日

国民健康保険運営協議会

（参考資料②）
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（１）国民健康保険の財政運営

県（国保特別会計）

市（国保特別会計）

支出
収入

支出収入

給付費に対する交付金

事業費納付金

被保険者 保険税の納付
医療
機関

給付費の支払い

国等からの公費
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（２）国民健康保険事業費納付金

①事業費納付金は県が算定する。

②市町村は、被保険者から徴収した保険税等を財源と
して県へ支払う。

【事業費納付金の算定方法】
県は、翌年度必要とする納付金総額を算出し、市町村
の被保険者数の状況や所得の状況（所得水準）、医療
費の状況（医療費水準）等により、市町村ごとに納付金
の額を決定
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【標準保険料率】

・事業費納付金の決定とともに県が示すもので、市町

村ごとの保険料率の標準的な水準を表す数値として、

県内統一の基準に基づき県が算定する値。

・各市町村が事業費納付金を納めるために必要とされ

る標準的な保険料率。

・市町村は、標準保険料率を参考として、市町村におけ

る算定方式や、市国保財政等を踏まえて、保険料率等

を決定する。
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（３）大牟田市の状況

※令和８年度より新設。被保険者から徴収する「子ども・子育て支
援納付金課税額」等を財源として県へ支払う。
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被保険者１人当
たり納付金額

R8事業費納付金額区分

約１９億７,５００万医療分

約５億９,１００万後期支援分

約１億８,０００万介護納付金分

約５,４００万子ども・子育て支援金分

１４５，９２７円約２８億合計

※

被保険者の高齢化や医療の高度化により、1人当たり納付金額は
年々増加している。



〈国〉

・保険料水準の統一

県内どこに住んでいても、同じ所得水準・世帯

構成であれば同じ保険料とすること。

※納付金ベースの統一とは、各市町村の納付金
にそれぞれの医療費水準を反映させないこと。

-6-

（４）国や県の動き

保険料水準統一加速化プラン

・納付金ベースの統一※（令和１２年度まで）

・完全統一（令和１５年度まで、遅くとも令和１８年度まで）



〈県〉

・第二期福岡県国保運営方針（令和６～１１年度）

将来的には「完全統一」を目指すこととし、まず

は「納付金ベースの統一」から実施する。

令和７年度の納付金から、医療費水準の反映

の程度を縮小させる。
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